日本島嶼学会研究助成に関する規則
（2022年10月22日制定）

１．日本島嶼学会研究助成は、競争的研究資金への応募が困難な環境にある者を対象に研究資金を助成するために、当面 5 年間（2022～ 2026年度）の時限付き制度として創設する。
２．応募資格者は、1年以上正会員（学生会員を含む）である者のうち、下記に該当する者とする。
①大学院生、ポストドクターなど、無期雇用の職に就いていない研究者
②正規・非正規雇用の在職者（教員・公務員・民間企業など）で、科学研究費の研究者番号を付与されていない者
③個人事業主やフリーランスで、保健・医療・芸術・地域振興・地域貢献などの実践活動に携わる者
とする。
３．研究課題については、実践型や課題解決型の研究方法によるものも含むものとする。
４．助成額は、1件あたり最高10万円とし、研究期間は当該年度の10月1日から翌年9月30日までの1年間とする。
５．助成対象者は、日本島嶼学会において研究成果を公表する。
６．助成対象者の選考にあたって、日本島嶼学会研究助成候補者選考委員会（以下選考委員会という）を設ける。選考委員会は、理事会の合議により選ばれた本会の理事若干名で構成する。また、理事会が必要と認めた理事以外の正会員を委員に加えることができる。選考委員の任期は、通常総会の日または理事会が承認した日から翌年の通常総会の日までとするが、再任を妨げない。
７．選考委員会は応募者の中から候補者を選び、選考結果を理事会に報告する。
８．理事会は、選考委員会が選定した候補者について審議し、助成対象者を決定する。
９．助成件数は、原則として毎年2件以内とする。
10．助成対象者には、総会において研究助成決定通知書を授与する。

日本島嶼学会研究助成に関する細則
（2022年 10月22日制定）

１．助成対象者は、原則として翌年度の大会で、研究成果を発表する。また、助成期間終了後１年以内に『島嶼研究』に論説、研究ノート等を投稿する。
２．選考委員の選出にあたっては、学問分野やジェンダー比率に配慮する。
３．選考委員長は、選考委員の互選により選出する。

